
令和５年度

決算の概要



１ 奈井江町の財政構造（５年度決算）

－１－

自主財源

156,544

23%

依存財源

532,972

77%

町税
73,939

11%

使用料及び
手数料など

10,275

2％
諸収入など

72,330

10%

譲与税・
交付金
22,107

3%

地方交付税
259,012

38%

国庫支出金
49,147

7%

道支出金
35,301

5%

町債
167,405

24%

歳入総額
68億9,516万円

義務的経費

192,346

28%

その他の経費

288,008

43%

人件費
87,259

13%

扶助費
48,496

7%

公債費
56,591

8%

投資的経費
194,709

29%

物件費など
106,824

16%

補助費等
134,802

20%

積立金
14,959

2%

繰出金
31,423

5%

歳出総額
67億5,063万円

○歳入全体の２３％が、町税や使用料などの
「自主財源」

○残りの７７％が、地方交付税や国庫支出金
などの「依存財源」

○歳出全体の２８％が、人件費や扶助費、公
債費である「義務的経費」

○歳出全体の５％が、特別会計や企業会計
に対する繰出金

歳 入 歳 出



－２－

指 標 奈井江町
早期健全
化基準

財政再生
基準

実 質 赤 字 比 率 ―

（赤字なし）
１５％ ２０％

連結実質赤字比率 ―

（赤字なし）
２０％ ３０％

実 質 公 債 費 比 率 ９．１％ ２５％ ３５％

将 来 負 担 比 率 ８１．０％ ３５０％ ―

○公営企業会計も含め、健全化が必要となる基準を超える比率はなし
○実質公債費比率は全道平均と比較すると高い水準にあることから、発行の抑制により、公債費残
高の減少に取り組む

（参考～全道平均Ｒ４決算）実質公債費比率：7.0% 将来負担比率：18.8%
※上記数値は審査中のため、変更となることもあります。

２－① 健全化判断比率の状況（５年度決算）

実質赤字比率
一般会計等を対象にした実質赤字の標
準財政規模（標準的な一般財源の規
模）に対する赤字額の割合

連結実質赤字比率
一般会計、特別会計の実質収支額、地
方公営企業会計の資金過不足額の合計
が赤字となった場合の標準財政規模に
対する赤字額の割合

将来負担比率
公営企業や土地開発公社、一部事務組
合等を含めた、一般会計等が将来的に
負担すべき実質的な負債の標準財政規
模に対する割合

実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金及び準
元利償還金の標準財政規模に対する割合



一般・連結とも赤字なし
病院事業会計に資金不足発生

－３－

実質赤字比率（一般・連結）

会 計 名
実質黒字額

資金剰余額

一 般 会 計 144,406

国 保 6,999

後 期 高 齢 者 医 療 92

下 水 道 6,898

町 立 国 保 病 院 △67,926

合 計 90,469

（単位：千円）

実質公債費比率

早期健全化基準等の該当なし

事業の緊急性・必要性を勘案し計画的な事業

を行い、新規地方債の発行抑制や有利な地方債
の活用、繰上償還等の実施を行っていく。
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実質公債費比率の推移

２－② 健全化判断比率の状況（５年度決算）



地方債

5,844,159

75%

債務負担行為

331

公営企業債

繰入金

1,277,754 

16%

加入組合等

負担金

351,273

5%

退職手当

311,246

4%

将来負担の内訳

－４－

将来負担比率

下 水 道 1,109,535千円

町 立 国 保 病 院 168,219千円

○公営企業債繰入金の内訳

※実際の将来負担は、繰入金・負担金から交付税算入額が控除される

○加入組合等負担金の内訳

砂 川 地 区 広 域 消 防 組 合 338,318千円

中 空 知 広 域 水 道 企 業 団 0千円

中・北空知廃棄物処理広域連合 12,955千円

２－③ 健全化判断比率の状況（５年度決算）
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0.258 

0.266 

0.258 

0.246 

0.235 
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0.224
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0.232
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経常収支比率

地方公共団体の財政力（体力）を示す指数で、指数が「1」

に近いほど財政力が強い（財源に余裕）ものとされており、
指数が「1」を超える場合には、地方交付税の不交付団体と
なる。

地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を
基準財政需要額で除して得た数値の過去 ３年間の平均値
である。

町税や地方交付税など使途が特定されておらず、毎年
度経常的に入ってくる一般財源のうち、人件費・扶助費・
公債費など毎年度支出される義務的性格の経常経費に
充当された割合を示す指標。

この比率が低いほど臨時の財政需要に充てる一般財
源があり、財政構造が弾力であるとされている。

－５－

３ 主な財政指標の推移について



－６－

○町債残高は平成１５年度をピーク（９７億９４百万円）に減少し、令和６年度には６２億円程度
となる見込み
○公債費の約７３％は交付税措置（令和５年度）されており、今後も交付税算入率が高い過疎債
（７０％）や臨時財政対策債（１００％）を中心とした借入を予定
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４ 町債残高と公債費の推移（一般会計）



－７－

○町債残高は平成１３年度をピーク（１９４億５８百万円）に減少し、令和６年度には７６億
円程度になる見込み

○公債費の約６３％は交付税措置（令和５年度）されている
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５ 町債残高と公債費の推移（全会計）



－８－

基 金 名
基 金 残 高

４年度 ５年度 増 減

財 政 調 整 基 金 662,026 616,831 △45,195

減 債 基 金 64,064 75,952 11,888

地 域 振 興 基 金 111,339 99,329 △12,010

農業担い手育成基金 34,408 32,471 △1,937

公共施設整備等基金 54,800 50,559 △4,241

役 場 庁 舎 整 備 基 金 334,573 227,885 △106,688

森林環境譲与税基金 5,304 0 △5,304

中小企業振興保証融資感染
症 対 策 基 金

4,273 2,648 △1,625

合 計 1,270,787 1,105,675 △165,112

（単位：千円）
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６ 各種基金の積立状況



－９－
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７ 町債発行額の推移（一般会計）


